別紙｛専修学校（様式第３号）関係｝
調査票の作成についての注意事項
· E-mailアドレスの記入をお願いします。
　記入いただいたE-mailアドレスについては県・関係機関と貴校との内部連絡用に使用するもので、外部（ホームページ等）へは出しておりません。

学校基本調査と共通する項目は、学校基本調査の数字と一致させてご入力ください。
１　「生徒数」

（1）　令和８年５月１日現在、当該学校に在学している者の数を記入してください。

（2）　入学者、転入者については、５月１日以前にさかのぼって手続きされるべき者は含めてください。

（3）　転出者、退学者については、５月１日以前にさかのぼって手続きされるべき者は除い

てください。

　　　なお、転出者については、転校先の学校が５月１日以前の日付で受け入れた場合は除
き、５月２日以降の日付で受け入れた場合は含めてください。

（4）　課程の欄には、認可を受けている課程を記入し、それ以外の課程は別科の欄に記入してください。また、昼夜の別を（　）書きで明記してください。
（5）　総定員については、当該学校の学則で定め、知事の認可を受けた令和７年５月１日現在の定員を記入してください。

（6）　付帯教育事業分についても、その旨を明記し、記入してください。

２　「授業時間数」

（1）　週当日数は、１週間に授業を行う日数を記入してください。

（2）　週当時数は、１週間に授業を行う時間数の合計を記入してください。

（3）　年間授業時数は、年間の授業を行う時間数の合計を記入してください。

３　「入学状況」

（1）　「募集定員」は、実際に募集を行った定員を記入してください。

（2）　「志願者数」は、募集に応じて願書を提出した者を記入してください。

（3）　「入学者数」は、５月１日までに入学の決定をした者の数を記入し、転入学者は含めないでください。

　　　なお、入学を取消した者及び退学した者は除いてください。

４　「左（入学者）のうち就業している者（再掲）」
（1）　「就業している者」とは、会社、官公庁等の事業所に勤務し、給料等の経常的収入を得ている者をいいます。県の支援等により仕事をしながら学校に通っている者（半日仕事で半日学校）については、施設と契約をむすんでいると認識し、就職者として下さい（仕事は半日でもアルバイト扱いではないと判断）。
（2）　自家業についている者や自営業を営んでいる者も含めますが、家事の手伝いをしている者は含めないでください。

５　「左（卒業者）のうち就職者（再掲）」

（1） 令和７年度中に卒業して就職した者（就職進学者を含む）の数を記入してください。
（2）　在学中既に職に就いており、卒業後も引き続きその職にある者も含めてください。

６　「職種別教職員数」

（1）　教員数及び職員数を、本務・兼務別に記入してください。
それぞれの合計は様式第５号に記載されている人数と一致させてください。

（2）　校長については、教員数に含めてください。また、校長の本務・兼務別については、「校長氏名」欄の右隣の「校長の本務兼務別」欄の「本務」「兼務」のいずれかに○を記入してください。
（3）　学校医、歯科医、薬剤師については様式第５号にのみ記載し、「職種別教職員数」には含めないでください。

（4）　本務、兼務の区分は、原則として辞令面によって区別してください。
①　辞令面ではっきりしない場合には、俸給（給料又はこれらに相当するものを含む）を支給されている学校を本務とし、それ以外は兼務としてください（２校以上から俸給を支給されている場合には、支給額の多い方を本務としてください）。
②　教員で、俸給が同額又は一括支給されている場合は、授業時間数の多い方を本務としてください。

（5）　非常勤講師は、兼務者として扱ってください。

７　「校地」、「校舎」

（1）　学校が使用している全ての面積を自己所有、借用別に区分して記入してください。

（2）　小数第２位まで記入してください。

（3）　校舎平面図（Ａ４判）については、前年度より変更がない場合は、添付不要です。提出時に「図面変更なし」とお知らせください。変更がある場合は平面図を添付してください（施設の名称及び各室ごとの面積（単位は平方メートル）を図示してください）。
８　「生徒納付金」

（1）　生徒等が納入すべきもののうち全てについて記入してください。

（2）　生徒等が納入すべきもののうち、校友会費、後援会費、ＰＴＡ会費、寄宿舎寮費、給食費等については、朱書きしてください。

（3）　毎月の納付金が学年等によって異なる場合には、それぞれについて記入してください。

別紙｛各校共通（様式第５号）関係｝

調査票の作成についての注意事項
学校基本調査と共通する項目は、学校基本調査の数字と一致させてご入力ください。
１　記入の順序は、用紙の下欄外に示したとおりとし、休職者、留学者、兼務教員、非常勤講師、兼務職員、学校医、歯科医、薬剤師等については朱書きしてください。

休職者及び留学者については、その旨を備考欄に記入してください。

２　「給料月額」（高等学校本務教職員のみ）
（1）　「基本給」は令和８年４月の額を記入してください。

（2）　「調整額」は、県立高等学校の教職調整額に該当するものを記入してください。

３　「所有免許状」

（1）　現在勤務学校に関するものを筆頭に記入し、同学校の同教科に係る免許状については、上級免許状だけを記入してください。

（2）　「種別」には、「小二」、「中臨」、「養学一」、「幼二」（高等学校については、一級普通免許状を有する者にあっては「高専」、二級普通免許状を有するものにあっては「高一」）のように略記し、授与年月日には年号を略し、「60.3.1」のように略記してください。

４　「卒業学校、部科、検定種別」

　　卒業学校部科については、学校名及び部科名と卒業年月日を記入することとし、検定の該当者は前記によって最終卒業学校について記入し、その下部に最終の検定についてその種別と年月日を記入してください。

５　「担任」（中・高・幼のみ）

（1）中学校及び高等学校では、担任教科名とその教科別週時間数を記入してください。また、幼稚園では担当する組の名称を記入してください。

（2）　各人の週時間数を合計した数は、「免許状種類別週授業時間数」の合計時間数と一致します。

６　基本的にメールで提出して頂き、当会で生徒数等チェック後印刷します。手書きで提出ご希望の場合、用紙は原則として配付されたものを使用してください。ただし、同様の様式で同程度の厚紙で作成したものを使用することもできます。
別紙｛学校法人以外（様式第６号）関係｝
調査票の作成についての注意事項

１　学校法人立以外の学校のみ記入してください。

２　本年度予算・前年度予算ともに収支の計は一致させてください。

３　別表「資金収支計算書記載科目」を参照のうえ、各科目に振り分けてください。

４　様式第６号（専修・各種学校を除く）については、提出期限までにやむを得ない事情により提出が困難な場合に限り、連絡のうえ後日提出することができます。

